
第４期中期目標（素案）の策定等について 

１ 中期目標（素案）ついて 

（１）基本的な目標 

人口減少・少子高齢化の進行やグローバル化の進展、社会全体のデジタル化など、

社会の状況や地域のニーズが大きく変化していることを踏まえつつ、大学改革に取り

組み、地域における共創の拠点として、産業界、行政、高等学校及び他大学等との連

携を一層強化しながら、地域と共に未来を創る、地域に欠くことのできない「地域貢

献型大学」としての存在感を高めていくことを目指す。 

（２）基本的な方向性 

① 将来構想に掲げた取組の着実な推進 

② 将来構想を推進するための組織・経営基盤の強化 

③ 山口県の地域や企業で活躍する人材の育成と県内定着に向けた取組の強化 

（３）主な内容 

目標の分野 主 な 内 容 県立大学での取組の検討 
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教  育 

《①、③関連》 

○ 将来構想の推進（地域におけるグローバ

ル化の進展や社会全体のデジタル化、子ど

も・子育て支援に係る教育） 

○ 地域や時代のニーズに沿った人材を育

成するため、真に地域が必要とする人材の

育成  

・ 国際文化学部の再編、社会福祉

学部・看護栄養学部の教育の充実

等 

・ 地域や企業のニーズを踏まえた

人材育成の実施 

学生支援 

《③関連》 

○ 県内定着に向けた学生支援の強化(県、

県内大学、企業等地域と連携した取組) 

・ キャリア教育を就職支援につな

げる教育上の仕組みの構築と活用 

研  究 

《①関連》 

○ 科学研究費補助金等の外部資金の獲得 

○ 地域における諸課題を解決する地域と

連携した研究システムの継続と充実 

・ 研究者に対する科学研究費補助

金等への応募支援 

・ 地域連携研究事業等の基盤とな

る研究グループ活動への支援 

地域貢献 

《①、③関連》 

○ 産学公とも連携し、地域のニーズに即し

た人材の育成、受託研究等の推進 

○ 地域が求める生涯学習、リカレント教育

やリスキリング教育の機会の創出 

・ 県内全ての圏域に及ぶ地域連携

事業の維持・充実 

・ リカレント・リスキリング教育

等の実施 

高大連携 

学びの多様化

《①、③関連》 

○ 高校における出前講座、入学試験におけ

る評価など、附属高校等の県内高校との着

実な連携 

○ 大学院における魅力ある履修証明プロ

グラムの開設の検討等 

・ 修業年限の通算制度導入など、

高大接続に係る制度の検討等 

・ 附属高校等との高大連携の充実 

・ 大学院における履修証明プログ

ラムの開設の検討等 

業務運営の 

改善・効率化 

《②関連》 

○ 大学経営 IR 等に基づく質の保証や仕組

みの充実・強化 

○ 大学情報の積極的な発信 

・ 大学経営 IR の段階的な取組の着

実な実施 

・ 広報の戦略的・体系的な充実・

強化 

財務内容の改善 

《②関連》 

○ 財政的基盤の充実（産学連携による研究

費の確保、寄附講座等） 

※ 中期財政計画策定過程において

検討 

 

資 料 ２ 



 

２ 中期目標（素案） 

  資料３及び資料４参照 

 

３ 中期計画の認可に係る基本方針 

   中期目標を達成するために法人が作成する中期計画については、以下の要領により

作成することを基本とするよう求めるものとする。 

① 計画は、「選択と集中」により、原則として全学的視点から取り組むべき事項を

記載すること 

② 項目数は、目標管理を適切・効果的に行う観点から、厳選すること 

③ 記述の方法は、中期目標が示す大きな方向性に関し、中期目標期間終了時にど

ういった状態にすることを目指すのかという達成水準（目標）を、可能な限り明

確かつ簡潔に記述すること 

《中期目標・中期計画で定める事項》 

中期目標 中期計画 

① 中期目標の期間（公立大学法人：６年）  

② 教育研究等の質の向上に関する事項 
① 教育研究等の質の向上に関する目標を達成す 

 るためとるべき措置 

③ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 
② 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達 

 成するためとるべき措置 

④ 財務内容の改善に関する事項 
③ 財務内容の改善に関する目標を達成するため 

 とるべき措置 

⑤ 自己点検、評価及び当該状況に係る情報の 

提供に関する目標 

④ 自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提 

供に関する目標を達成するためとるべき措置 

⑥ その他業務運営に関する重要事項 
⑤ その他業務運営に関する重要目標を達成する 

 ためとるべき措置 

 

(その他の記載事項) 

⑥ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び

資金計画 

⑦ 短期借入金の限度額 

⑧ 出資等に係る不要財産（見込み含む。）がある 

 場合の当該財産の処分に関する計画 

⑨ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとす

るときはその計画 

⑩ 剰余金の使途  ※ 毎事業年度の剰余金の翌

年度以降の繰越使用に関するもの 

⑪ 法第 40条第４項の承認を受けた金額の使途 

  ※前期中期目標期間の積立金の当期中期目標

期間への繰越使用に関するもの 

 


